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調査研究資料

第２節 ヒアリング調査（平成２４年度）

２－１ 職業訓練支援センターへのヒアリング調査概要

（１）東京職業訓練支援センター（平成２４年６月）

（２）奈良職業訓練支援センター（平成２４年６月）

（３）山口職業訓練支援センター（平成２４年６月）

（４）岩手職業訓練支援センター（平成２４年１１月）

（５）青森職業訓練支援センター（平成２４年１１月）

（６）高知職業訓練支援センター（平成２５年２月）

（７）北海道職業訓練支援センター（平成２５年２月）

２－２ 民間教育訓練機関へのヒアリング調査概要

（１）奈良県実施機関（株式会社、実践コース：デザイン分野）

（２）山口県実施機関（有限会社、基礎コース、実践コース：ＩＴ分野）

（３）岩手県実施機関（株式会社、実践コース：介護分野、医療事務分野）

（４）青森県実施機関（株式会社、実践コース：介護分野）

（５）徳島県実施機関（株式会社、実践コース：ＩＴ分野）

（６）高知県実施機関（株式会社、実践コース：介護分野）

（７）北海道実施機関（株式会社、実践コース：理美容分野）

第３節 ヒアリング調査結果（傾向）

職業訓練支援センターへのヒアリング調査で明らかとなった傾向として、Ｈ２３年度、

Ｈ２４年度とも申請機関の減少が見られる。また、申請コースも基礎コースの申請が多く、

かつ受講生も基礎コースに集まる傾向にあり、基礎と実践の両コースとも受講生が充足せ

ず中止に追い込まれるケースが報告されている。民間教育訓練機関からの相談では、キャ

リア・コンサルティングに関して、方法がわからない、質の向上方法などが挙げられてい

る。

民間教育訓練機関へのヒアリング調査で明らかになった傾向としては、大きなものとし

て２点上げられる。ひとつは、実施機関の多くは、定員充足率が５０％以下の中で実施し

ており、ハローワークからの受講申し込み・支援指示が少ないことなどを問題視している。

もうひとつは、受講者の多くが社会人スキルに乏しかったり、精神的に落ち込んでいたり、

生活に困窮している者が多く、キャリア・コンサルティングや就職支援を通じて社会性を

回復することの重要性を唱えている。
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第１節 まとめ・展開

１－１ まとめ

この研究テーマでは、①企画・コーディネート支援と②質保証（運営・管理）支

援のうち、②をメインにして「職業訓練を実施するなかで質の保証・向上を図って

いくための支援のあり方」について検討してきた。支援の方法としては、日々従事

している機構職員に向けた研修カリキュラムや支援ツールを作成した。今年度に限

っては、担当事務局のみで取り組むことになり、これまでの研究成果を整理し、ま

とめる形となったが、一定の成果が得られていると思われる。

一方、研究会の活動内容を契機に２次的な効果が現れており、機構本部の能力評

価課や訓練認定課が主体となった職員研修を実施し以下の傾向がわかった。

平成２４年１０月に実施した職員研修（指導業務、管理職／一般職）のアンケー

ト結果を見ると、 設問１ 能力開発・キャリア形成支援等に関係するツール等に関

しての理解度については、全体合計の割合が「管理職；ほとんど知らない４３％」

「一般職；ほとんど知らない５８％」という結果であった。研修の時点では約半数

前後の受講者が業務的に関連しているとしても、日常の業務に直接的に働きかけた

ツール以外になると、直ぐには認知が進まない傾向が伺える。

次に、 設問２ 担当業務に対する研修内容の活用見込みについては、「十分に活

用できる」と「ほぼ活用できそう」の合計が９３％以上という結果であった。職員

研修では、対象者に望まれる内容に研修カリキュラムを近づけているので、ライブ

感と相まって満足度が比較的高くなったと言える。（下図３－１、３－２を参照）

研修や冊子などに見られる特徴を上手に利用して、緩急の変化をつけた多面的な

支援の方法が重要である。

○研修に見られる特徴

（自学自習とは異なる独特のライブ感があり、講義や演習を通して、共感を生む

ことができ、知識とともに達成感や満足感が得られる。内容が瞬時に伝わる。講師

に左右される。）

○冊子等のツールに見られる特徴

（いつでも繰り返し参照して、自分のペースでじっくりと読むことができ、知識

の蓄積・定着を促進する。内容がゆっくりと伝わる。本来の目的にしていた使い方

でない場合は配慮が必要である。）
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設問１）能力開発・キャリア形成支援等に関係するツール等に関しての

理解度について教えて下さい。
管理職 名 一般職 名

だいたい
知っている

ほとんど
知らない

だいたい
知っている

ほとんど
知らない

１ 離職者訓練の手引き 19 28 19 26

２ 就職支援マップ 41 6 26 19

３ 就職支援行動ガイド 31 17 23 22

４ お客様相談ドリル 35 13 28 17

５ 特別な配慮が必要な学生への
支援対応ガイド 12 36 9 36

６ 機構版教育訓練ガイドライン 27 20 12 33

７ 厚生労働省「民間教育訓練機関に
おける職業訓練サービスガイドライン」 25 23 14 31

全体合計の割合 57％ 43％ 42％ 58％

図３－１ 職員研修のアンケートより（設問１）

設問２）次の業務に対する研修内容の活用見込みについて教えて下さい。

管理職 一般職

十分
活用
できる

ほぼ
活用で
きそう

活用が
難しい

十分
活用
できる

ほぼ
活用で
きそう

活用が
難しい

適正な実施状況確認に活用できる。 14 31 0 15 28 1

行動規範や適切な態度で実施機関の相談・支
援に対応できるよう、施設の職員・嘱託職員に
対するＯＪＴの指導に活用できる。

12 34 0 13 30 1

実施状況確認や受講生アンケート等から訓練
運営の問題点を発見し、実施機関の指導に活
用できる。

16 30 0 14 29 1

適切な苦情対応（管理）に活用できる。 7 39 0 10 31 2

PDCAサイクルを意識した指導業務の管理・
運営に活用できる。 20 26 0 9 33 2

実施機関に対する各種説明会・研修会の
開催に活用できる。 9 37 1 8 32 3

図３－２ 職員研修のアンケートより（設問２）
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また、研修用のテキスト資料や各種支援ツール（ガイドやマップ等の冊子）では、

その特徴に違いがあるものの、どちらのタイプにおいても多くの時間とエネルギー

を要して作成されている。それらが価値あるものとして存在するためには、活用場

所や活用方法を意識して、ターゲット（目的、対象者）を見失うことなく、お客様

の声（ニーズ）をしっかりと把握し、課題解決に応える熱い気持ち（意欲）が大切

である。併せて、ＰＤＣＡサイクルに沿って改善や見直しを繰り返していくことで、

その完成度を上げていく必要がある。

例えば、成果物（冊子）に求める役割は、「読んで学ぶ、答えを探す、困ったら

参考に見る」といった頼りになる辞書、バイブル、マニュアル書のような存在であ

る。

その時々の訓練現場の要望に応じて、これまでにいくつもの支援ツールが開発さ

れていて、作成するに当たっての思いや精神がツール毎にある。今後はゼロから作

るばかりではなく既存の内容を掘り起こして、活用場面に応じて、臨機応変に内容

の一部をアレンジしながら、重要な要素を伝達していくことが大切である。

変化・アレンジすることに大きな問題は無く、組織の資源を共有して、伝えるべ

きエッセンス（＝最も大切な要素）がしっかりと受け継がれていけば、（むしろ既

存の殻を破って・・）既存のツールを求められる姿・形にアレンジして、新たなツ

ールとして情報発信した方が、関係部署まで周知できる場合があり、より新鮮であ

る。

また、この研究テーマではいくつかの職員研修の企画・実施に関与しており、雇

用支援機構内外の関係職員に、研究成果を役立てることができました。（表３－１）
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設問１）能力開発・キャリア形成支援等に関係するツール等に関しての

理解度について教えて下さい。
管理職 名 一般職 名
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知っている
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知らない
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知っている
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運営の問題点を発見し、実施機関の指導に活
用できる。

16 30 0 14 29 1

適切な苦情対応（管理）に活用できる。 7 39 0 10 31 2

PDCAサイクルを意識した指導業務の管理・
運営に活用できる。 20 26 0 9 33 2

実施機関に対する各種説明会・研修会の
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表３－１ 研修による活用場面の状況

関連のある研修（主催：職業大研修課、本部） 主催と関連性 研修対象者

イ 求職者支援訓練担当職員研修（認定業務） 本部・研究会
研修Ａ

機構求職者支援
訓練担当者

ロ 「ジョブ･カードを活用したキャリア･コンサル
ティング及び職業能力評価研修」

研修課・研究会
研修Ｂ

都道府県の主管課
、指導員向け

ハ 質保証に係る指導業務職員研修（管理職）
質保証に係る指導業務職員研修（一般職）

本部・研究会
研修Ａ

機構求職者支援
訓練担当者

ニ 教育訓練サービスガイドラインに基づく職業
訓練の質保証に係る研修

本部
研修Ｂ

機構指導員

ホ 「職業訓練の質保証に係る要員養成研修」 研修課
研修Ｃ

民間教育訓練機関

＊上記、ニ及びホの研修については、平成25年度も実施計画がある。
＊関連性の研修ＡＢＣについて
研修Ａは本研究会が直接的に関与したもの。研修Ｂは研究成果のｱﾚﾝｼﾞ版や企画参画によ
り情報提供したもの。研修Ｃは内容の一部に関連があるもの。

そして、職員研修やサポート講習の研修用資料、グループワークなどの集約内容、

アンケート結果等を参考にしたり元資料にして、平成２５年度は「サポート資料」

の作成を試みた。次項「今後の展開」で記述する新しい研究テーマの取り組みの中

で、時間が流れてエッセンスを伝達できることを期待する。

１－２ 今後の展開

雇用支援機構が職員研修を企画・実施したり、民間教育訓練機関を支援する場面

であっても、民間教育訓練機関が職業訓練サービスを運営する場面であっても、指

導・助言に携わる「職業訓練の精神」は共通である。それぞれの役割、立場を理解

し、国の施策の一翼を担うパートナーとして、民間教育訓練機関とのより一層の協

働関係が求められる。今後の展開として雇用支援機構がリーダーシップを維持し、

求職者支援訓練の運営に対して相談支援する役割を効果的に継続するには、持ち得

る組織の人的及び物的資源の活用と全国規模のスケールメリットから訓練施設の

創意工夫を図り、（ノウハウの構築と再整理を繰り返しながら、）より困難な課題に

対しても果敢に取り組む姿勢とより柔軟な体制づくりが重要である。
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一方、同じ求職者支援訓練の関係においては、平成２６年度から２年計画の新し

い研究テーマ「求職者支援訓練における効果的な助言・相談援助に関する調査研究

（案）」が開始される予定である。内容的には、「施設の相談援助の内容とその効果

についてまとめること。相談援助に有効活用できる活用書（支援ツール）を作成す

ること。」が主な研究内容である。テーマそのものは異なるが、本テーマの成果が

基礎資料として多分に盛り込める、活用できることを期待する内容である。
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表３－１ 研修による活用場面の状況

関連のある研修（主催：職業大研修課、本部） 主催と関連性 研修対象者

イ 求職者支援訓練担当職員研修（認定業務） 本部・研究会
研修Ａ

機構求職者支援
訓練担当者

ロ 「ジョブ･カードを活用したキャリア･コンサル
ティング及び職業能力評価研修」

研修課・研究会
研修Ｂ

都道府県の主管課
、指導員向け

ハ 質保証に係る指導業務職員研修（管理職）
質保証に係る指導業務職員研修（一般職）

本部・研究会
研修Ａ

機構求職者支援
訓練担当者

ニ 教育訓練サービスガイドラインに基づく職業
訓練の質保証に係る研修

本部
研修Ｂ

機構指導員

ホ 「職業訓練の質保証に係る要員養成研修」 研修課
研修Ｃ

民間教育訓練機関

＊上記、ニ及びホの研修については、平成25年度も実施計画がある。
＊関連性の研修ＡＢＣについて
研修Ａは本研究会が直接的に関与したもの。研修Ｂは研究成果のｱﾚﾝｼﾞ版や企画参画によ
り情報提供したもの。研修Ｃは内容の一部に関連があるもの。

そして、職員研修やサポート講習の研修用資料、グループワークなどの集約内容、

アンケート結果等を参考にしたり元資料にして、平成２５年度は「サポート資料」

の作成を試みた。次項「今後の展開」で記述する新しい研究テーマの取り組みの中

で、時間が流れてエッセンスを伝達できることを期待する。

１－２ 今後の展開

雇用支援機構が職員研修を企画・実施したり、民間教育訓練機関を支援する場面

であっても、民間教育訓練機関が職業訓練サービスを運営する場面であっても、指

導・助言に携わる「職業訓練の精神」は共通である。それぞれの役割、立場を理解

し、国の施策の一翼を担うパートナーとして、民間教育訓練機関とのより一層の協

働関係が求められる。今後の展開として雇用支援機構がリーダーシップを維持し、

求職者支援訓練の運営に対して相談支援する役割を効果的に継続するには、持ち得

る組織の人的及び物的資源の活用と全国規模のスケールメリットから訓練施設の

創意工夫を図り、（ノウハウの構築と再整理を繰り返しながら、）より困難な課題に
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